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監 査 結 果 公 表 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第２項、第４項及び第５項の規定に基づく監査を実施したので、同

条第９項の規定により、その結果を次のとおり公表する。 

平成30年10月30日 

新潟県監査委員 栗 山 和 廣 

新潟県監査委員 石 塚   健 

新潟県監査委員 長 部   登 

新潟県監査委員 高 橋   猛 
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普通会計
(知事政策局)

対象年度 対象期間

平成30年８月20日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年８月21日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(県民生活・環境部)

対象年度 対象期間

平成30年８月７日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(福祉保健部)

対象年度 対象期間

平成30年８月20日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(産業労働観光部)

対象年度 対象期間

平成30年８月１日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年８月21日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(農林水産部)

対象年度 対象期間

平成30年８月22日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年８月21日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

地域農政推進課 　適正と認めた。

食品・流通課 　　同　　　上

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

商業・地場産業振興課 　適正と認めた。

労政雇用課 　　同　　　上

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

児童家庭課 （指摘事項）
１　母子父子寡婦福祉資金貸付金収入について、
　決算日現在、21,850件110,255,916円が未納と
　なっていた。
　　件数、金額ともに増加しているので、具体的
　な回収手法の見直しを行い、未納額の早期収納
　に努められたい。

２　児童扶養手当返納金収入について、決算日現
　在、208件6,179,300円が未納となっていた。
　　未納額の早期収納に努められたい。

新潟暮らし推進課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

国際課 （注意事項）
　補助金の交付に関する事項

政策課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等
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(交通政策局)

対象年度 対象期間

平成30年８月21日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年度 平成30年４月１日から
平成30年６月30日まで
（新潟国際海運株式会
社に対する出資金に関
する事項に限る。）

平成30年８月23日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年８月22日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(村上地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年６月26日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(新発田地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年６月26日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(新潟地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年７月18日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月30日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月11日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年６月22日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域整備部 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

健康福祉環境部 （指摘事項）
　児童家庭費負担金収入について、決算日現在、
過年度調定分163件1,228,303円が未納となってい
た。
　件数、金額ともに増加しているので、具体的な
回収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努
められたい。

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　物品の管理に関する事項

巻農業振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

企画振興部 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　県有財産の管理に関する事項
　交通事故に関する事項
　業務管理に関する事項

農林振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　交通事故に関する事項

新潟港湾事務所 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項

交通政策課 　　同　　　上

（指摘事項）
　日本海横断航路事業における船舶調達のため県
が３億円を出資した会社について、その目的を達
成できないまま解散し、清算する事態となった。
その結果、２億9,740万3,394円の県出資金を毀損
させた。
　このような事案が二度と発生しないよう、再発
防止の徹底に努めるとともに、県民の信頼回復に
向けて全力をあげて取り組まれたい。

港湾振興課 　適正と認めた。

港湾整備課 　適正と認めた。
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平成30年６月13日 平成28年度 平成29年３月１日から
平成29年３月31日まで

平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年１月31日まで

(三条地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年７月12日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(長岡地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年６月29日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年６月29日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月27日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(十日町地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年７月30日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(柏崎地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年７月11日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

農業振興部 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

農業振興部 （指摘事項）
　稲の生育調査用に供するための葉緑素計の貸与
について、物品貸付簿を作成していなかった。
　物品会計規則に基づいた事務手続を行われた
い。

地域整備部 （注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　交通事故に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

企画振興部 　適正と認めた。

健康福祉環境部

（注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項
　個人情報の取扱いに関する事項

（指摘事項）
１　児童家庭費負担金収入について、決算日現
　在、過年度調定分417件2,653,890円が未納と
　なっていた。
　　件数、金額ともに増加しているので、具体的
　な回収手法の見直しを行い、未納額の早期収納
　に努められたい。

２　公務中における職員の交通事故が４件あり、
　相手方に103,491円の損害賠償をしたほか、公
　用車２台をそれぞれ廃車又は使用不能としたも
　のがあった。
　　安全運転の徹底に努められたい。

農業振興部 （注意事項）
　交通事故に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

津川地区振興事務所 　適正と認めた。

（注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
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平成30年７月18日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(上越地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年７月31日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月31日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月４日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月４日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年８月１日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(佐渡地域振興局)

対象年度 対象期間

平成30年７月25日
から
平成30年７月26日
まで

平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年７月25日
から
平成30年７月26日
まで

平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(教育庁)

対象年度 対象期間

平成30年８月７日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

平成30年８月23日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

地域整備部 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　物品の管理に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

（注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　物品の管理に関する事項
　交通事故に関する事項

地域整備部　上越東維持
管理事務所

（注意事項）
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項

財務課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

福利課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

直江津港湾事務所 　適正と認めた。

農林水産振興部 （注意事項）
　交通事故に関する事項

農林振興部 （指摘事項）
　公務中における職員の交通事故が３件あり、相
手方に1,678,551円の損害賠償をしたほか、公用
車の修理費として57,024円支出したものがあっ
た。
　職員の安全運転の徹底に努められたい。

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

農林振興部　上越東農林
事務所

　適正と認めた。

地域整備部 （指摘事項）
　県が管理する道路において、側溝のグレーチン
グ蓋が外れ歩行者が転落し負傷した事故が１件、
走行中の車両が路面の穴ぼこに落ちタイヤを損傷
した事故が２件発生し、相手方に3,973,684円の
損害賠償をしたものがあった。
　施設の管理に万全を期されたい。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域整備部 （注意事項）
　物品の管理に関する事項
　交通事故に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
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平成30年８月２日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

(警察本部)

対象年度 対象期間

平成30年８月８日 平成29年度 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで

高等学校教育課

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

２　新潟県奨学金貸付金等収入について、決算日
　現在、過年度調定分2,070件88,558,559円が未
　納となっていた。
　　未納額の早期収納に努められたい。

（指摘事項）
１　公務中に職員が意識を喪失し救急搬送され、
　その後死亡する事故があった。
　　この事故を契機として設置された第三者調査
　委員会等の調査によって、管理監督者による時
　間外勤務や業務量の管理が不十分であったこと
　などが明らかとなった。
　　職員の勤務状況や業務量を把握し、適切に管
　理されていなかったことは問題であるため、業
　務管理の徹底を図るとともに、職場環境の改善
　に取り組まれたい。

警察本部 （指摘事項）
　公務中における職員の交通事故が20件あり、相
手方に744,295円の損害賠償をしたほか、公用車
の修理費等として1,903,268円支出したものが
あった。
　県民の交通事故防止を担う警察として、職員の
安全運転の徹底に努められたい。

（注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　物品の管理に関する事項
　火災・盗難に関する事項
　業務管理に関する事項
　個人情報の取扱いに関する事項

 

 

 

 


